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研究成果の概要： 

世界有数の過密海域である東京湾の実航行記録の分析から得られた避航等の実態を，ガイダ

ンスシステムの中核となる『輻輳海域交通流シミュレータ』の改良に結びつけている。本研究

成果として，管制官が海域全域を把握し，かつ着目船舶の状態を確認できる可視化方法を提案

し，実装した。また，衝突危険度の算出手法に関する検討結果の一部は海上保安庁の衝突危険

度判定に取り入れられており，本研究は海上交通の安全性向上に大いに貢献している。 
 
交付額 
                               （金額単位：円） 

 直接経費 間接経費 合 計 
２００７年度 2,400,000 720,000 3,120,000  

２００８年度 1,100,000 330,000 1,430,000  

年度  

年度  

  年度  

総 計 3,500,000 1,050,000 4,550,000  

 
 
研究分野：複合新領域 
科研費の分科・細目：社会・安全システム工学／社会システム工学・安全システム 
キーワード：安全情報・環境整備 
 
１．研究開始当初の背景 
(1) 国内外との物資流通の主たる経路であ
る海上交通は今後ますます需要が拡大して
いくと予想されるが，その安全な航行環境を
確保することは，港湾管理者(海上保安庁)に
とって最も重要な課題である。国土交通省は
海上交通の安全性向上への取り組みとして，
運輸技術研究開発事業「ITを活用した船舶の
運航支援のための技術開発（平成 12 年度か
ら 16 年度）」を推し進めてきたが，同研究開
発事業で開発された高度船舶交通管制シス
テムは基礎的研究段階の位置づけであり，実
用化システムとして完成の域に達している
とは言えない。 

(2) 前述の研究開発事業において，研究分担
者(長谷川和彦)が立案・開発した『輻輳海域
交通流シミュレータ』があらゆる海域に対し
て制限なく適用できるように拡張され，これ
までに交通流制御技術の高度化を目的とし
た数々の海上交通のシミュレーションに使
用されてきた。このシミュレータが扱うすべ
ての船舶は，人工知能によりモデル化された
船長が操船制御する自動化船舶であり，周辺
海域の障害物や他船舶の動向に対応して，安
全に航行しながら目的地に到達することが
できる。このシミュレータに関わる研究成果
は国内外にて発表されており，その応用性に
関して数多くの注目を浴びている。 
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(3) 海上交通における安全性確保のための周
辺海域の状況把握については，自動衝突予防
援助装置 ARPA(Automatic Radar Plotting 
Aid)と目視に頼っているのが現状である。こ
の ARPA は周辺船舶の将来位置を予測して，
衝突の可能性があるときに操船者に警報す
るシステムであるが，あくまでも現在速度と
針路を維持することを前提としており，周辺
海域の動向に影響されて変針や加速･減速が
なされる現実をまったく想定していない。ま
た，事故防止のために通常は船員による監視
が併用されるが，夜間･霧中･荒天時では周辺
状況の認識精度が著しく低下してしまうの
が現実である。そこで，『輻輳海域交通流シ
ミュレータ』を活用した IT 化により，対象
海域の将来状況を高精度で予測し，衝突事故
の危険性が高い船舶を未然に察知できれば，
その海域の航行環境の安全性が格段に向上
すると考えた。 
 
２．研究の目的 
(1) 本研究では，輻輳海域における航行環境
の安全性向上のために，船舶の将来動向を予
測し，衝突の危険性が高い船舶を特定し，回
避措置をガイダンスするシステムを開発す
る。 
 
３．研究の方法 
(1) 衝突危険度の判定基準の決定方法の開発 

最近発生した我が国の船舶衝突事故につ
いての調査を実施し，事故の傾向や特徴を分
析する。得られた分析結果から，状況に応じ
て適切な危険度低減策となる安全な回避操
船方法を検討する。 

『輻輳海域交通流シミュレータ』による多
数の解析的検討を行い，それらの解析的検討
結果を精査し，適切に衝突危険度を判定でき
る指標とその警報通知基準の決定方法を検
討する。 

これらの検討結果より，船舶が衝突を安全
回避できる操船方法を提案する。 
(2) 対象海域の現況の認識方法の開発 

AISの交信状況についての調査により実状
を把握するとともに，AIS データの書式を分
析し，解読方法を一般化する。 
(3) 対象海域の将来状況の認識方法の開発 

衝突事故の原因となる可能性が高い船舶
を容易に特定できる可視化手法を検討し，実
装を行う。また，警報通知方法を検討し，実
装する。 

 
４．研究成果 
(1)衝突危険度判定の検討 

最近発生した船舶の衝突事故に関する調
査からは本研究に活用できる十分なデータ
を得ることができなかった。たとえば，東京
湾外における大型船舶の衝突事故では，その

発生位置がレーダーの探知範囲外であった
等，船舶の航跡等の詳細データはほとんど蓄
積されていないことがわかった。そこで，世
界有数の過密海域である東京湾における船
舶の実航行記録を分析対象として利用する
こととした。航行記録を精査することにより
避航操船がなされたと推測されるさまざま
なケースを抽出し，それらを多角的に分析す
ることにより，安全な衝突回避の操船方法に
ついて検討を行うこととした。 
ここでは，横切りのケースに対する分析の

一例を示す。図１は避航操船がなされたと推
測できる「着目船舶(ship1)」とその相手「対
象船舶(ship2)」の航跡である。図１では，
針路・速度を表すベクトルとともに両船舶の
位置を等時間間隔でプロットし，位置関係が
わかるように同時刻において線分で結んで
ある。 
このケースにおいて，両船舶が針路・速度

を変更せずにそのまま航行した場合を想定
して『輻輳海域交通流シミュレータ』を用い

図１ 避航操船がなされた船舶の航跡 

T=919 

図２ 避航しなかった場合の航跡 
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対象船舶
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て将来位置予測を行ったところ，両船舶の航
跡は図２のようになった。この「着目船舶
(ship1)」は権利船であり，避航義務は「対
象船舶(ship2)」にあるが，図２からわかる
ように，「着目船舶」が避航を行わなかった
場合は，両船舶は過度に接近し衝突の危険性
が非常に高くなったことがわかる。 

『輻輳海域交通流シミュレータ』に装備し
ている大阪大学方式による衝突危険度(CR)
の推移を図３に示す。合わせて，両船舶の針
路と速度の推移，絶対・相対航跡と衝突危険
度との関連性について詳細に分析し，両船舶
の状況を踏まえた避航方法と開始時期の実
態を把握することができた。さらに，実際の
海上保安庁による海上交通管制で用いられ
ている危険度判定との比較も行いながら，衝
突危険度の評価方法の検討を行った。 

実航行記録から抽出したさまざまなケー
スに対してこのような検討を行い，輻輳海域
の実状を詳しく把握することができた。一方
で，いくつかの解決すべき課題が明らかにな
った。 

たとえば，ある程度余裕のある間隔があっ
て，避航する必要がない行き合いのケースで
は，大阪大学方式では衝突危険度が大きくな
ってしまう傾向が見受けられる。また，特殊
な見合い関係ではあるが，停泊船の横を航行
するケースおいては両方式ともに衝突危険
度が大きくなりすぎる傾向があることが明
らかとなった。すなわち，実際の操船感覚と
合致しない判断が下されることになってし
まう。 

そこで，本研究の重要課題として『輻輳海
域交通流シミュレータ』の避航判定基準の検

討を取り上げることにして，実装に優先して，
シミュレータの改良に取り組むこととした。 
なお，大阪大学方式では着目船舶の衝突危

険度(CR)が急激に増大しているにもかかわ
らず，現行海上保安庁方式では危険と感じな
いケースがあった。これを機として海上保安
庁では検討がなされ，本研究成果の一部が海
上保安庁の危険度判定法に取り込まれるこ
とになった。既に実務利用が開始されている
ことから，本研究は我が国の海上交通の安全
性向上に大いに貢献していることがわかる。 
 
(2)輻輳海域交通流シミュレータの改良 
上述の検討結果より，航行実態を的確に反

映させたシミュレーションを行うため，『輻
輳海域交通流シミュレータ』を改良した主な
ものを以下に示す。 
 
①新たな避航アルゴリズムの開発と実装 
屈曲した峡水路において，合理的な操船が

行えるアルゴリズムを開発し，シミュレータ
に実装した。特に，鋭角に変針する必要があ
る航路においては，周辺の他船の位置と動向
をより綿密に考慮した操船ができるように
改良し，実装した。 
 
②航行分散機能の開発と実装 
国内の直線水路における実態調査から得

られた文献[1]の航跡分布モデルを用いて，
航路内における船舶の航跡が航路幅方向に
正規分布となるように自動操船する機能の
開発と実装を行った。 
 

図３ 衝突危険度の推移 
出発地

変針点

目的地

航路幅

正規乱数を用いて
取得した変針点

図４ 航行分散機能による変針点の設定 



③速度制限機能の開発と実装 
速度制限が設けられた区域に対応するた

め，当該区域への進入前にあらかじめ減速す
る機能を開発し，シミュレータに実装した。 
 
④自動化船舶発生機能の改良と実装 

高速船等，多種多様な船舶に対応できるよ
うに，自動化船舶の発生機能における船舶の
長さ・速度等の設定手法を改良し，実装した。
ここで，船速ܸについては，次の Alexander
の式[2]を用いている。 

௕ܥ ൌ 1.00 െ 1.44
ܸ
ඥ݃ܮ

 

 
ここに，ܥ௕は方形係数，ܮは船舶の長さ，݃は
重力加速度である。 

 
⑤船型データの追加 

多用な船舶を扱えるように船型データベ
ースに表１に示す船型を追加した。なお，同
じ船種であっても異なる操縦性能の違いを
反映できるように各係数を考慮してある。方
形係数については文献[2]の統計データをも
とに決定した。 

 

表１ 船型の要目 

船型 相当する船種 ܮ Ԣ ܶԢ ௏ܶ ாܶܭ ௕ܥ ௉ܭ ஽ܶ

船型Ａ その他船舶 100 0.6 2.07 2.06 50 2 1.5 0.9

船型Ｂ フェリー１ 20 0.54 1.69 2.77 20 2 1.5 0.9

船型Ｃ フェリー２ 40 0.54 1.25 1.55 40 2 1.5 0.9

船型Ｄ ＲＯＲＯ船 150 0.54 2.3 3 100 2 1.5 0.9

船型Ｅ 貨物船１ 150 0.66 1 1.22 100 2 1.5 0.9

船型Ｆ 貨物船２ 150 0.66 1.29 1.48 100 2 1.5 0.9

船型Ｇ バルクキャリア１ 190 0.78 2.25 2.53 180 2 1.5 0.9

船型 H バルクキャリア２ 190 0.78 0.92 0.72 180 2 1.2 1.5

船型 I コンテナ船１ 220 0.58 1.7 3 200 2 1.5 0.9

船型 J コンテナ船２ 220 0.58 3 6.1 200 2 1.5 0.9

船型 K タンカー１ 250 0.8 3.2 6 230 2 1.5 0.9

船型 L タンカー２ 250 0.8 2.3 3.6 230 2 1.0 1.8

船型 M ＶＬＣＣ 280 0.83 3.2 6.2 300 2 1.0 1.8

船型 N タグ・バージ 80 0.6 2.07 2.06 50 2 1.5 0.9

 
(3) マラッカ・シンガポール海峡における航

行シミュレーション 
(2)において改良を行ったシミュレータの

妥当性を評価するために，マラッカ・シンガ
ポール海峡を対象とした交通流シミュレー

ションを実施した。 
分離通航帯を航行する船舶用の出発地と

してマラッカ・シンガポール海峡内の主要港
５つ，マラッカ海峡の西端に１つ，シンガポ
ール海峡東端に１つ，シンガポール海峡南部
に１つ定めた。さらに深喫水船用の出発地を
それぞれに追加し合計 16つ出発地を設けた。
また，シンガポール港南側の分離通航帯を南
北に横断するフェリー，タグ・バージ用の出
発地としてシンガポール港付近に６つの出
発地を設けた。以上２２の出発地を設定した
後，航路および航路幅を設定した。各出発地
の船種別船舶出航数は過去の統計データを
もとにして決定した。 
マラッカ・シンガポール海峡には深水深航

路の一部だけに速度制限区域（12knot）が設
けられているが，この海峡特有の航行環境
（ヘイズ，輻輳した海域，スコール，漁船の
ような小型船の存在，多数の浅瀬の存在等）
により VLCC のような大型船は常に 10～
14knot で航行しているのが実態である。その
ため深水深航路（船型 J～Mが航行する航路）
全域を速度制限区域とした。 
時間帯別出航船舶数および目的地別船舶

配分率を設定し，十分な準備時間を取った上

図５ シミュレーション結果の航跡 

図６ ニヤミス発生状況 



で，24 時間のシミュレーションを実施した。
この 24 時間内に発生した船舶の総数は 867
隻で，同一時刻に存在する船舶数は 240～270
隻であった。その航跡を図５に示す。 

次に海域全域を 5km メッシュに分割し，各
メッシュにおけるニヤミス発生量を色分け
したものを図６に示す。最も高い頻度でニヤ
ミスを起こしているのは，文献[3]に報告さ
れている衝突事故発生海域と一致している
ことから，シミュレーション結果はほぼ妥当
であるといえる。 
 
(4) AIS 交信データの認識手法の一般化 

AIS の更新状況の実態調査より，搭載が義
務化されている船舶においても誤った設定
のまま利用している船舶が多数存在するこ
とが明らかになった。 
 

表２ メッセージ５の内容 

 データの内容 

1 

2 

3 

4 

5 

6 

7 

8 

9 

10 

11 

12 

13 

14 

15 

通報識別符号（「５」である） 

反復表示記号 

ユーザーＩＤ（ＭＭＳＩ番号） 

ＡＩＳのバージョン表示記号 

ＩＭＯ番号 

呼出し符号 

名称 

船舶の種別及び積荷の種類 

船舶の寸法／位置の基準 

電子測位装置の種別 

到着予定時刻 

現在の静的な最大喫水 

行先 

データ端末の準備状況 

予備 

 

表３ メッセージ１の内容 

 データの内容 

1 

2 

3 

4 

5 

6 

7 

8 

9 

10 

11 

12 

13 

14 

15 

16 

通報識別符号（「１」である） 

反復表示記号 

ユーザー識別符号（ＭＭＳＩ番号） 

航行状態 

旋回率 

対地速度 

位置の精度 

経度 

緯度 

対地針路 

真の船首方向 

時間刻印 

特別な操船行動についての表示記号 

予備 

電子測位装置の自立的監視動作フラグ 

通信状態 

 
図７ 東京湾内の船舶とその状況 

 
また，通報内容については，規定されたメ

ッセージの内容について調査を行った。本研
究において必要となる情報のうち，船舶を特
定するためのデータおよび航行状況を把握
するためのデータをそれぞれ表２と表３に
示しておく。 
なお，メッセージの種類により通信方式と

して RATDMA（Random Access Time Division 
Multiple Access），ITDMA（Incremental Time 
Division Multiple Access），SOTDMA（Self 
Organizing Time Division Multiple Access），
FATDMA（Fixed Access Time Division 
Multiple Access）などが使い分けられてい
るが，本研究では受信後のデータを扱うもの
としている。 
 
 (5)衝突の危険性の高い船舶の特定 
監視対象海域において，管制官が衝突の危

険性が高い船舶を的確に把握するためには，
その位置，状態等を素早く理解できるように
可視化を行う必要がある。本研究における検
討結果を以下に示す。 
図７は東京湾のある時刻の状態を示して

いる。東京湾内の各船舶は，すべて半径 500m
の円でプロットし，その針路と速度をベクト
ルで付加してある。当該船舶の状態を色分け
しており，危険性が高い船舶を赤色で表示し
ている。まずは，このように対象海域の全体
を見渡せる表示方法が必要となる。なお，管
制官に注意を喚起する最適な色彩について
は，管制室等現場の環境を考慮した検討を行
う必要がある。 



図８ 衝突危険度の推移 
 
次に，図８は，図７において赤色の大きな

矢印で特定した着目船舶について，避航対象
となった対象船舶の衝突危険度(CR)の推移
を別途表示させたものである。この図では，
衝突危険度(CR)が低下するまでプロットし
ている。なお，図７においては，このように
大きな矢印を用いる方法以外に，危険度が高
まった船舶が集中する海域を円等で示す方
法も考えられる。 
図９は，衝突の危険性が高くなったと予想

される船舶を線分で結んだものである。この
図においては，危険と考えられる状態では緑
色，非常に危険と考えられる状態では赤色に
て表示することにしている。管制官にとって，
どの船舶に注目すべきかが一目でわかるよ
うに工夫した。 

なお，目標のひとつであるガイダンスシス
テムの開発において，適切な回避行動を示す
予定であったが，輻輳海域交通シミュレータ
の機能向上後に開発すべきと判断し，その信
頼性向上を中心にシステムの改良を行い，よ
り広域で詳細な海域への適用を試みた。 
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